










































































































































































































































































企業（事業所）名 所在地 従業者数規模 資本金 主要製品
NTTプリコム㈱ 守口市 C 1～10億円未満 電話帳印刷
東和薬品㈱ 門真市 B 10～100億円未満 医薬品製剤
柳澤製作所 門真市 C 1～10億円未満 ガス炊飯器，ガス機器
㈱天辻鋼球製作所 門真市 B 10～100億円未満 軸受用鋼球，各種金属球
三洋電機㈱ 守口市 A 100億円以上 民生用電機機械器具
  空調冷機事業本部・冷凍機事業部 B 電気冷蔵庫，民生用部品
松下電器産業㈱ 門真市 A 100億円以上 総合エレクトロニクス機器
  オーディオ事業部 A ステレオ，テープレコーダー
  オーディオビデオ本部（松生町） A ビデオテープレコーダー
  オーディオビデオ本部（松葉町） A ビデオテープレコーダー
  ディスクシステム部 A 光ディスク装置
松下電工㈱ 門真市 A 100億円以上 電設資材，制御機器，住宅設備機器
松下電子部品㈱ 門真市 A 100億円以上 電気・電子機器，同部品材料
  回路基板事業部 B プリント配線板
  機構部品事業部 C スイッチ，可変抵抗器
  コイル事業部 C 高周波変成器
  固定抵抗器事業部 C 通信用抵抗器
  セラミック事業部 C 電子応用部品
松下電池工業㈱ 守口市 A 100億円以上 電気・電子機器
  乾電池事業部 C 一次電池
  リチウム電池事業部 B 一次電池

















日立市 大田区 豊田市 守口・門真 東大阪市 全国
プラスチック製品 26 199 83 129 469 18,582
鉄鋼業 9 52 23 12 107 5,223
非鉄金属 15 62 5 14 97 3,573
金属製品 89 669 153 254 1,136 42,385
一般機械器具 84 835 195 239 749 38,963
電気機械器具 183 432 85 201 258 27,522
輸送用機械器具 48 143 192 16 111 13,327
精密機械器具 8 117 2 12 51 5,469
小計 462 2,509 738 877 2,978 155,044
合計 589 3,104 991 1,394 4,275 345,457
日立市 大田区 豊田市 守口・門真 東大阪市 全国
プラスチック製品 0.82 1.19 1.56 1.72 2.04 1.00
鉄鋼業 1.01 1.11 1.54 0.57 1.66 1.00
非鉄金属 2.46 1.93 0.49 0.97 2.19 1.00
金属製品 1.23 1.76 1.26 1.49 2.17 1.00
一般機械器具 1.26 2.39 1.74 1.52 1.55 1.00
電気機械器具 3.90 1.75 1.08 1.81 0.76 1.00
輸送用機械器具 2.11 1.19 5.02 0.30 0.67 1.00
精密機械器具 0.86 2.38 0.13 0.54 0.75 1.00
小計 1.75 1.80 1.66 1.40 1.55 1.00
合計 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00
196,650 638,262 339,454 289,493 496,608 125,860,006
32,152 47,654 87,602 36,964 63,676 9,377,750













































































































































































































































2 TH工業 守口市 1937 AV 12,000 2,240 26,800 各種プラスチック製品および金型の製造販売 15 ？ ？
3 DP工業 守口市 1947 産業機器 3,360 115 5,000 ゴム製品の加工 10 5 0
4 CT電機 門真市 1948 電池工業 300 10 2,000 試作鈑金加工品・外装品・レーザー加工品 70 5 3
5 TY機械製作所 守口市 1949 AV 18,000 480 15,000 産業用機械・設備の開発・設計・製造、ソフト開発 50 30 10





7 MO産業 守口市 1956 AV 31,000 80 20,570 電子部品、光学製品 20 50 10





9 TY興業 門真市 1962 生産技術 12,750 300 ？ 生産機械の部品加工 15 10 4
10 YM電器 門真市 1963 AV 5,000 212 5,500 携帯電話リチウム電池の製造・検査 ？ 約30 ？
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1） 本論は，近藤（2007，pp.104-126）をもとに，その後の考察や知見を付加
して，企業地誌の観点から加筆修正したものである。
2） 近藤（2007，pp.30-45）を参照。
3） 明治政府は国の近代化には電信網を整備して電信機を普及させることが不
可欠だと考え，1869（明治２）年にイギリス技師の指導によって東京～横
浜間に電信装置が架設され，1873（明治６）年には東京～長崎間の電信回
線が完成した。ただし，当初は外国の技術に頼っていたので，外国資本か
ら電信網を守るためにも早急に関連製品を国産化することが重要な政策と
なっていた。
4） 1870（明治３）年に鉄道，鉱山，工作，灯台，電信・電話，造船など，殖
産興業のための官営事業をつかさどるために創設された明治政府の中央官
庁である。1885年に廃止され電信・電話の管轄は逓信省となった。電信・
電話に関しては，電信・電話機器を国産化するために民間の工場を工部省
指定工場として重点的に支援するなどした。
5） 1878（明治11）年に工部省電信寮製機所が発足したとき，そこで沖牙太郎・
石黒慶三郎・三吉正一の３人が「ヤルキ会」をつくり，舶来品にかわる電
気材料や電機製品の開発に尽力した。「ヤルキ」は「エレキ」，すなわち電
気をもじったものだといわれている。沖牙太郎は明工舎（のちに沖電気工
業）を創設し，石黒慶三郎は杉山鎌太郎とともにはじめた石杉（せきさん）
社はのちに安立電機（現・アンリツ）になる。また，三吉正一が創業した
三吉電機工場はのちに東京電気となり，沖と三吉が師事していた田中重久
の設立した田中製作所（のちに芝浦製作所）と合併して東芝となった。田
中重久も工部省電信寮に所属した経歴をもち，田中製作所も工部省指定工
場であった。その他，日本電気の創業者の一人である岩垂邦彦は工部省工
学寮の出身である。このように，電機産業の初期の創業者は工部省または
逓信省の元職員が多く，そこで得た技術と政府との結び付きにより確保さ
610
れた販路をもっていたため，安全な投資のもと安定的に事業成長を図るこ
とができた。すなわち，東京圏における電機産業の初期段階は政府主導で
進展してきたといえる。
6） 主な電機企業の設立として，東京電気（1899年），日本電気（1899年），日
立製作所（1910年），沖電気（1912年），三菱電機（1921年），富士電機
（1923年）などがある。
7） 近藤（2007，pp.30-45）を参照。
8） 先端技術で競争優位をもつような中核的な技術のことで，企業にとってコ
ア・コンピタンスになり，他社に対して秘密保持する必要性が高い技術を
さす。
9） 関連する動きとして，1997年に地域産業集積活性化法，1999年に新事業創
出促進法が制定された。この時期の論点については，通商産業省九州通商
産業局（1995），加藤（1994），長銀総合研究所（1996）などを参照。
10） 通商産業省九州通商産業局（1995）などを参照。
11） 両市は「平成の大合併」ブームにおいて合併を模索したことがある。1990
年代以降，松下電器と三洋電機ともに業績不振となったことで税収が両市
で大幅に落ち込み，財政難が顕在化した。そのため，市町村合併特例法に
よる特例債発行収入を見込んだ合併協議が2002年から開始された。しか
し，合併の是非を問う住民投票を2004年９月に実施した結果，反対票が多
数となり，合併は立ち消えとなった。
12） 立命館大学人文科学研究所（1985）によると，北河内地域全体で151社（寝
屋川35社，枚方15社，大東11社，交野３社，四条畷６社）確認されている。
13） 大阪府立商工経済研究所（1961，1962，1972，1979，1983），大阪府立産
業開発研究所（1989，1993，1998），芳野（1998），町田（1999）など。
14） アンケート調査の対象は中小機械金属関連企業であり，対象企業数は929
社で，従業者数20人以上の事業所をすべて抽出，それ以外は無作為抽出で
行われた。
15） 松下電器グループの協力会社の名称であり，中小企業がほとんどである。
16） 松下電器グループの協力会の名称であり，優良な共栄会社から構成される。
1971年に組織化され，2012年に解散した。
